
愛知県立大学教職員組合規約 
 
第１章 総 則 
第１条（名称） 
この組合は愛知県立大学教職員組合という。 

第２条（所在地） 
この組合は、事務所を愛知県公立大学法人愛知県立大学（愛知県長久手市茨ケ廻間１５２２－３）

内におく。 
第３条（組織） 
この組合は、愛知県公立大学法人愛知県立大学に勤務するものをもって組織する。但し、労働組合

法第２条但書第１号に定める管理監督的地位にある管理職の地位にある労働者等はこれを除く。 
第４条 （目的） 
この組合は、組合員の団結により、勤労条件の維持改善と教育行政の民主化および研究の自由を守

ることをとおして、平和な文化国家の建設に寄与することをもって目的とする。 
第５条 （事業） 
この組合は前条の目的を達成するために、つぎの事業を行う。 
（１） 組合員の勤労条件の維持改善 
（２） 組合員の身分保証 
（３） 民主的な教育行政の維持促進 
（４） 研究体制の改善 
（５） 組合員の文化教養の向上 
（６） 組合員の共済および福利 
（７） 関係諸団体との連携 
（８） その他前条の目的達成に必要なこと 
 

第２章 機 関 
第６条 （機関） 
この組合につぎの機関をおく。 
（１） 大 会 
（２） 執行委員会 

第７条 （大会の構成） 
大会は、組合の最高決議機関であって全組合員をもって構成する。 

第８条 （大会の招集） 
大会は、毎年１回定期に開く。 
但し、執行委員会が必要と認め、または組合員の３分の１以上の要求がある場合には、２週間以内

に執行委員長は臨時大会を招集しなくてはならない。 
第９条 （大会議案の通知） 
大会を招集するには、執行委員長はその他必要事項を付して、１週間前までに組合員に通知しなく

てはならない。 
第１０条 （大会の成立） 
大会は組合員総数の過半数の出席で成立する。 
２ 休職・休業・長期出張（以下、「休職等」とする。）・欠勤者は大会の成立要員から除くことがで

きる。 
３ 第１項の規定にかかわらず、出張ならびに授業のため大会に出席できない場合は委任状をもって

出席に替えることができる。 
第１１条 （大会の権限） 
大会は次の事項を出席者過半数の支持によって決議する。 
（１） 事業の年度計画と報告 
（２） 年度予算と決算 
（３） 組合員の除名 
（４） 関係諸団体との連合および加盟・脱退 



（５） 労働協約の締結に関する事項（締結・改定） 
（６） 争議行為の開始に関する事項（開始・終結） 
（７） 同盟罷業に関する事項 
（８） 執行委員会が緊急事項として処理したものの承認 
（９） その他、執行委員会または大会が必要と認めた事項 
２ 前項第７号に関しては、議決後、第１２条に定める手続きで承認を得なければならない。 

第１２条 （重要行為の決定） 
規約の改廃その他の重要な行為は、大会の承認のもとに組合員の直接無記名投票を行い、組合員総

数の過半数の賛成を得なければならない。 
第１３条 （執行委員会の任務） 
執行委員会は、この組合の執行機関であって、大会の決議を執行し、または緊急事項を処理する。 

第１４条 （執行委員会の構成） 
執行委員会は執行委員で構成し、定期に開くほか、執行委員長が必要と認めたとき、または執行委

員の３分の２以上の要求があったとき臨時に招集する。 
２ 執行委員会の議長は執行委員長があたる。 

第１５条 （執行委員会の成立・決議） 
執行委員会の成立については第１０条、決議については第１１条を準用する。 
 

第３章 役 員 
第１６条（役員の種類） 
この組合につぎの役員をおく。 
（１） 執行委員長 １名 
（２） 副委員長 １名 
（３） 書記長 １名 
（４） 書記次長 １名以上 
（５） 執行委員 ７名以上 
（６） 会計監査 ２名 

第１７条 （役員の任務） 
役員はつぎの任務をもつ。 
（１） 執行委員長は組合を代表し、組合事務を統轄し、規約に定められた職務を行う。 
（２） 副委員長は委員長を助け、委員長の不在または欠員の期間これを代行する。 
（３） 書記長は一般事務を処理する。 
（４） 書記次長は、書記長を補佐し、書記長に事故あるときはその職務を代行する。 
（５） 執行委員は執行委員会を構成し、組合の業務を執行する。 
（６） 執行委員のなかから互選により会計担当２名を選出し、執行委員長の指示を受け会計事務に

あたる。 
（７） 会計監査は会計を監査し、第２９条の規定に基づき、その結果を大会または執行委員会に報

告する。 
第１８条 （役員の選挙） 
役員の選挙は組合員の直接無記名投票を行い、投票者の過半数の支持を必要とする。選挙規定は別

に定める。 
第１９条 （役員の任期） 
役員の任期は、４月１日より翌年３月３１日までとする。 

第２０条 （役員の欠員補充） 
役員の任期中の辞任は、執行委員会の承認を要する。 
２ 役員の欠員補充は、第１８条の方法による。 
３ 欠員補充による役員の任期は、前任者の残りの任期とする。 
 

第４章 組 合 員 
第２１条 （差別取扱いの禁止） 
組合員はいかなる場合においても、人種・思想・宗教・門地・性別・身分などによって組合員の資



格を失うことはなく、また差別待遇を受けない。 
第２２条 （組合員の権利） 
組合員はこの規約に定めるところによるすべての事業に参加する権利および均等の扱いを受ける権

利をもつ。 
第２３条 （組合員の義務） 
組合員はつぎの義務がある。 
（１） 規約に定められた機関に出席し、投票に参加すること。 
（２） 組合規約および決議を守ること。 
（３） 組合費を納入すること。 

第２４条 （加入） 
この組合に加入しようとするものは、加入申込書を執行委員会に提出しなければならない。 
２ 組合員の資格は、執行委員会が審査の上加入を認めた時点をもって取得する。 

第２５条 （脱退） 
組合員はつぎの事由により脱退する。 
（１） 退 職 
（２） 死 亡 
（３） 除 名 
（４） 規約第３条但書に該当したとき 
２ 第１項に掲げる以外の事由で脱退しようとするものは、執行委員会に文書で届出しなければなら

ない。 
３ 脱退しようとするもので組合に債務のある場合は、これを履行したのちでなければ脱退を認めな

い。 
４ 脱退したものは、既納の組合費、基金、財産その他に関する一切の権利を失う。 
 

第５章 会 計 
第２６条 （組合の収入） 
この組合の経費は、組合費、寄付金、その他の収入をもってあてる。 

第２７条 （組合費） 
組合費は組合員の毎月給料月額の０．６％とする。但し、契約職員については毎月給料月額の０．

３％とする。 
２ 組合員が休職等期間中は、組合費納入を免除する。 
３ 愛知県職員組合の組合員が、この組合の組合員である間は組合費納入を免除することができる。 

第２８条 （会計年度） 
この組合の会計年度は、４月１日より翌年３月３１日までとする。 

第２９条 （会計報告） 
すべての財源及び使途、主要な寄附者の氏名並びに現在の経理状況を示す会計報告は、組合員によ

って委嘱された職業的に資格がある会計監査人による正確であることの証明書とともに、少なくと

も毎年一回組合員に公表されなければならない。 
 

第６章 解 散 
第３０条 （組合の解散） 
組合の解散は、組合員の４分の３以上の多数による大会の決議を必要とする。 
 

附 則 
第３１条 （実施） 
この規約は１９６５年５月１５日より実施する。（１９７０年１１月２７日、１９７８年６月１６日、

１９７９年５月１７日、２００７年４月１日、２０１２年２月１５日、および２０１９年７月１７

日一部改正）__ 
 


